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 新日銀ネットは、①最新の情報処理技術を採用し、②変化に対

して柔軟性が高く、③アクセス利便性の高いシステムとすること

を基本コンセプトに構築。 

 利用金融機関等の(a)担保利用効率の向上、(b)資金効率の向

上、(c)国債決済の円滑化、といった機能改善が実現。 

 夜間の稼動時間の拡大（19時→21時。16年2月15日～）により、

海外市場との決済時間帯の重なりが増え、クロスボーダーの資

金・国債決済が迅速化。   

1-1. 新日銀ネットの全面稼動開始(15/10月) 
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日本銀行では、新日銀ネットの下で、夜間の稼動時間拡大（19時

→21時）を16年２月15日に実施。引き続き、利用金融機関や業界団

体との間で、新日銀ネットのさらなる有効活用の方法について議論

を深めている。 

＜稼動時間拡大の意義＞ 

海外市場との決済時間帯の重なりが増えることで、クロスボーダーの資金・証券決済
が迅速化 

決済リスク削減、資金・担保効率向上を通じ、わが国決済全体の安全性・効率性向上

や金融市場の活性化、金融機関の企業向け決済サービス等の高度化にも資する。 

＜夜間における有効活用の具体例＞ 

・海外との円建て顧客送金の迅速化 
 

・グローバルベースでの日本国債の有効活用 

1-2. 日銀ネットのさらなる有効活用 
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 日銀ネットの有効活用方法等について、日銀ネットの利用金融

機関等と本行が議論を行う場として、13年８月に協議会を設置。  

  「日銀ネットの有効活用に向けた協議会」  
    本行HP ― 業務上の事務連絡 ― 日銀ネット関連 ― 日銀ネットの有効活用に向けた協議会 

 協議会第14回会合（本日開催）において、検討体制の変更（３つ

のWGを設置）と、新規メンバーの追加公募（応募期限：4/8日）

が合意された。 

 

 

 

 

1-3. 「日銀ネットの有効活用に向けた協議会」 
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協議会 

「円とJGBのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな有効活用WG」 

「円建て顧客送金・銀行間送金WG」 

「ｸﾛｽﾎﾞｰﾀﾞｰ決済ｲﾝﾌﾗWG」 

今後は、３つのWG・協議会を通じて、

フェーズⅠ（21時までの拡大）の取引活

性化、フェーズⅡ（さらなる稼動時間拡

大）を含めた日銀ネットの有効活用方法

について、具体的な議論を実施予定 



＜24/7実現済み＞ ＜24/7検討中＞ 

英国 スウェーデン シンガポール 豪州 欧州 

実現時期 2008年 2012年 2014年 2017年 2017年 

システム名 
Faster Payments 

Service (FPS) 
Payments in Real 

Time (PRT) 
Fast and Secure 
Transfers (FAST) 

New Payments 
Platform (NPP) 

Instant SEPA Credit 
Transfer Scheme  

(SCTinst) 

直接参加者 主要10行 主要9行 主要19行 

銀行等 

銀行等 

ノンバンクの決済
サービス提供者 

カバレッジ（注１） 約95％ NA 約90％ 

24/7サービス 

提供状況 

100％ 

＜義務有り（注２）＞ 
100％ 100％ 

拡張サービス 

ﾓﾊﾞｲﾙﾍﾟｲﾒﾝﾄ 
口座番号不要の送金 

（店頭銀行送金） 
ﾓﾊﾞｲﾙﾍﾟｲﾒﾝﾄ ﾓﾊﾞｲﾙﾍﾟｲﾒﾝﾄ 

ﾓﾊﾞｲﾙﾍﾟｲﾒﾝﾄ 
口座番号不要の送金 

取引情報付記 

ﾓﾊﾞｲﾙﾍﾟｲﾒﾝﾄ 
口座番号不要の送金 

ﾏﾈー ﾛﾝﾀ゙ﾘﾝｸ゙検知機能 

銀行間決済 
の方法 

時点ネット決済 
（平日3回） 

（中銀マネー決済） 

RTGS 

（民間マネー決済） 

時点ネット決済 
（平日2回） 

（中銀マネー決済） 

RTGS 

（中銀マネー決済） 
NA 

２. 銀行送金の24/7化に関する主要国の動向 

（注１）英国は国内全銀行口座に占める主要10行の比率、シンガポールは全小切手決済のうち主要19行が占める比率を示す。 

（注２）英国FPSの直接参加者は、24/7サービスの提供を義務付けられている。 

（出所）各国資金決済システム運営者開示資料等 

 海外主要国において、週末や深夜、早朝を含めた銀行送金の即時着
金を可能とする方向での取組み（24/7サービス化）が、積極的に進展。 
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安全性の  
確保・向上 

迅速性、適時性 

リスク管理 

効率性の向上 

リスクの適切な把握・ 
評価、適切な対応策の 
実施、決済システム・ 

金融インフラへの信頼性
の確保 

システム稼動時間の拡大、決済リスクの削減 

全銀システム高度化、証券決済期間の短縮化、 
日銀ネットの稼動時間のあり方についての検討 

FMI原則の定着化、 
日銀ネットの安定運 
行、オーバーサイト 
活動 

機能性 

付加価値の高いサービスの提供、STP化の実現 

企業財務の高度化（金融EDIの実現）、 
担保管理サービスの高度化 

相互運用性、接続性 

アクセス利便性の向上、STP化の実現 

クロスボーダー・リンク、 
日銀ネットへの接続性のあり方についての検討 

３. わが国決済システムの中長期的な展望 
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参考資料 



（注） 点線で囲まれているシステムは取引の一部で利用されているもの。 
参1 

【参考】わが国の決済システム 1/2 

取引・指図・
照合

清算 決済

資
金
決
済

日本銀行

国債

証
券
決
済

日本証券クリアリング機構 国債振替決済制度
（日銀ネット国債系）

国庫制度国庫金

日銀ネット
当預系

D
V
P

短期金融市場
短資取引
約定確認
システム

金融機関

デビットカード

クレジットカード

口座引落

振込等

CD／ATM

全国銀行
内国為替制度

全国銀行
資金決済

ネットワーク

CLS（円決済分）
SWIFT外国為替市場

各地手形交換制度

マルチ
ペイメント
ネットワーク料金収納等 クリアリング

センター

CD/ATM
オンライン
提携網

クリアリング
センター

東京金融取引所
取引所

デリバティブ

外国為替円決済制度

証券保管振替機構

株式等
振替制度

投資信託
振替制度

DVP

短期社債
振替制度

一般債
振替制度

DVP

DVP

DVP

投資信託

一般債

短期社債

株式

決
済
照
合
シ
ス
テ
ム

（
証
券
保
管
振
替
機
構
）

東証等証取

手形・小切手

大阪取引所 日本証券クリアリング機構

店頭
デリバティブ 取引情報蓄積・報告

DTCC データ・
レポジトリ・ジャパン

ほふりクリアリング

日本証券クリアリング機構



 日銀ネットとは、日本銀行と金融機関等の間の資金や国債の決済を
担う、わが国決済システムの基幹インフラ。 

 

    利用金融機関等の数（2015年12月末時点） 
      当座預金決済 ： 472先      国債決済 ： 284先 
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【参考】 わが国の決済システム ２/2 

（注） 
1. 2015年中の１営業日平均。 
2. 清算機関は、ネッティング後の資金決済金額。 

日銀ネット
（当預系）

全銀
システム

外国為替円
決済制度

東京手形
交換所

日銀ネット
（国債系）

短期社債： 947件 5.0兆円

69.3千件 6,346千件 27.7千件 84千枚 18.3千件 一般債： 553件 4,151億円

135.6兆円 12.2兆円 15.7兆円 0.9兆円 101.6兆円 投資信託： 5,341件 5,512億円

株式等： 1件 37億円

資金決済システム 証券決済システム

証券保管振替機構

ほふり
ｸﾘｱﾘﾝｸﾞ

東京金融
取引所

国債店頭取引： 28.4兆円

取引所取引等： 2,171億円

清算機関

日本証券ｸﾘｱﾘﾝｸﾞ機構

7,190億円 55百万円



７０年代 

８０年代 

９０年代 

００年代 

１０年代 

２０年代 

アジア・米欧の
金融危機と国
際規制の強化 

金融の自由化・
国際化、国債
発行の増加 

全銀システム稼動（1973） 

国債振決制度整備（1980） 

日銀ネット当預系稼動（1988） 

日銀ネット国債系稼動（1990） 

証券保管振替機構開業（1991） 
国債DVP決済開始（1994） 

国債ローリング決済へ（1996） 

日銀ネットRTGS化（2001） 

CLSの外為同時決済開始（2002） 

日銀ネットに流動性節約機能導入（2008） 

全銀システムのあり方に関する検討（2014） 

ASEAN+3が域内決済システムの接続を提言（2014） 

新日銀ネットの全面稼動（2015） 

日銀ネットの稼動時間を21時までに延長（2016） 

わが国の主な動き 

効率性向上 

（処理量の
拡大） 安全性向上 

（リスクの 
 削減） 

一段のグロー
バル化・IT化 

証券清算機関の開業・DVP化 
             （2003～05） 

決済の「安全性」・「効率性」向上に向けた動き 
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 短期金融市場における無担コール取引にかかる決済の例 

Ａ銀行 
（貸し手） 

Ｂ銀行 
（借り手） 

コール取引（Ｘ億円
の貸付）約定 

日銀当預（Ａ銀行） 日銀当預（Ｂ銀行） 

資金（Ｘ億円）の振替 
▲Ｘ億円 ＋Ｘ億円 

日銀ネット端末 
日銀ネットと直接 
接続された社内 
システム 

＜日銀ネット当預系＞ 

【Ｘ億円の振替 
の指図】 

【Ｘ億円の振替 
の連絡】 

【参考】 日銀ネットの役割 １/3 
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Ａ証券 
（渡方） 

Ｂ銀行 
（受方） 

国債売買取引（銘柄X
の譲渡し、Y億円）約定 

口座（Ａ証券） 口座（Ｂ銀行） 

国債（銘柄X）の振替 

▲国債X、 
Y億円 

＋国債X、 
Y億円 

日銀ネット端末 日銀ネットと直接 
接続された社内 
システム 

＜日銀ネット国債系＞ 

【国債Xの振替の 
指図】 

【国債Xの振替の 
連絡】 

※  同時に、日銀ネット当預系を連動させ、受渡対象国債の譲受けにかかる資金の支払い 
     （Ｂ銀行→Ａ証券）を行うことで、国債のＤＶＰ（Delivery versus Payment）取引が実現。 

【参考】 日銀ネットの役割 ２/3 

 証券市場における国債売買取引にかかる国債決済の例 
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Ａ証券 
（渡方） 

日本銀行 
（受方） 

口座（Ａ証券） 口座（日本銀行） 

国債（銘柄X）の振替 
▲国債X、 

Y億円 
＋国債X、 

Y億円 

＜日銀ネット国債系＞ 

【国債Xの引渡しの指図】 

【参考】 日銀ネットの役割 3/3 

 国債買入れオペにかかる決済の例 

参6 

国債売買取引（銘柄X 
の譲渡し、Y億円）約定 

日銀当預（Ａ証券） 

日本銀行 
資金（Y億円）の入金 ＋Y億円 

＜日銀ネット当預系＞ 



① 最新の情報処理技術を採用 

 プログラミング言語やシステム連携基盤などで、汎用性が高く、今後の発展

が期待される、最新の情報処理技術を採用 

② 変化に対して柔軟性が高いシステムの構築 

 機能の統廃合・プログラムの共通化などを通じ、金融サービス内容やニーズ

の変化に柔軟に対応し得るシステムを構築 

③ 金融取引のグローバル化・決済インフラのネットワーク化に対応 

  するための、アクセス利便性の向上  
 ＸＭＬ電文や国際標準コードなどの採用を通じて、内外の決済システムや金

融機関との接続性を向上 

 稼動時間の大幅な拡大が可能となるシステム基盤を整備 

 

【参考】新日銀ネットの基本コンセプト  
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【参考】日銀ネットの夜間利用例 １/２ 

※「新日銀ネットの有効活用に向けた協議会」報告書（2014年３月）より 

海外との円建て顧客送金の形態 

①海外顧客から国内顧客への送金                          ②海外顧客から海外顧客への送金 

     ＜海 外＞                ＜日 本＞                ＜海 外＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

顧客Ｂ 

（日本） 

銀行Ｘ 

（送金銀行） 

顧客Ａ 

（海外） 

日銀ネット当預系 

銀行Ｙ 

（受取銀行） 

銀行Ｘ 

（中継銀行） 

銀行Ｙ 

（中継銀行） 

 

銀行Ｘ 

（送金銀行） 

顧客Ｃ 

（海外） 

銀行ＹまたはＺ 

（受取銀行） 

顧客Ｄ 

（海外） 

送金の流れ 

受取顧客への着金 

銀行 

顧客企業 
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情報連携 

 

＜日本＞ 

   日銀ネット国債系 

証券会社Ｘ 
（自己口） 

サブカストディアン 
（預り口） 

証券会社Ｘ 
（日本拠点） 

サブカストディアン 

ＩＣＳＤ・グロカス 
（預り口） 

証券会社Ｘ 
（自己口） 

海外清算機関 
（自己口） 

ＩＣＳＤ・グロカス 

 証券会社Ｘ 
（海外拠点） 

 
海外清算機関 

＜海外＞ 

③ 

④ 

⑤ 

① 

② 

（１） JGB の担保利用による外貨・外貨建て証券の調達手段の拡大     （２） 海外清算機関への機動的な JGB 担保差入  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クロスカレンシー 

トライパーティ・レポ 

 

 

JGB 在庫の 

調整取引 

 

＜日本＞ 

日銀ネット国債系 

証券会社Ｘ 
（自己口） 

サブカストディアン 
（預り口） 

証券会社Ｘ 
（日本拠点） 

サブカストディアン 

ＩＣＳＤ・グロカス 
（預り口） 

証券会社Ｘ 
（自己口） 

現地銀行Ａ 
（自己口） 

ＩＣＳＤ・グロカス 

 証券会社Ｘ 
（海外拠点） 

 現地銀行Ａ 

＜海外＞ 

① 

② 

③ 

④ 

③’ 

④’ 

⑤ 

⑥ 

※「新日銀ネットの有効活用に向けた協議会」報告書（2014年３月）より 

【参考】日銀ネットの夜間利用例 2/２ 

グローバルベースでの日本国債の有効活用の形態 
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※「新日銀ネットの有効活用に向けた協議会」報告書（2014年３月）より 

【参考】日銀ネットの稼動時間拡大のロードマップ 

 フェーズⅠ フェーズⅡ～ 

（外部環境） 

◇新日銀ネット第 2段階の稼動開始（2015 年 10 月） 

◆ユーロクリアの稼動時間拡大（2014 年 1月） 

◆流動性規制（LCR）の導入（2015 年 3 月～） 

◆清算機関を利用しないデリバティブ取引に 

対する証拠金規制の導入（2016 年 9月～） 

◆債券税制見直し（2016 年 1 月） 

◆CLS による同日決済の対象通貨 

拡大に向けた検討（2014 年～） 

 

◆JGB アウトライト決済の T+1 化（2018 年度上期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

 

 

 

 

欧州の取引での JGB 担保差入・返戻（清算機関向け、相対） 

米国の取引での JGB 担保差入・返戻（清算機関向け、相対） 

2019 年にフル適用 

即日物為替スワップ（欧州市場） 

海外との円建て顧客送金（顧客口座への入金） 

夜間の円資金決済代行 

即日物為替スワップ（米国市場） 

海外との円建て顧客送金（銀行間資金取引） 

非居住者との JGB 取引におけるフェイル解消 

・当預系・国債系ともに 21時まで拡大 
・ﾌｪｰｽﾞⅠでの利用状況等を踏まえた追加的な拡大の可能性 
―― ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾍﾞｰｽでの事務処理態勢の整備や、海外拠点からの 

日銀ﾈｯﾄへのｱｸｾｽ等が検討課題 

 

（

利

用

イ

メ

ー

ジ

） 

【
国
債
系
】 

【
当
預
系
】 

取引規模 

（件数・先数） 

のイメージ 

（段階的に適用） 

．．． 

2020 年にフル適用 
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